
２．登録制度の仕組

①賃貸住宅管理業者は、国土交通省の備える登録簿に登録を受けることができる。
②登録事業者は、業務処理準則（管理対象や契約内容の重要事項を貸主へ説明すること等の一定のルール）を遵守する。
③登録事業者が業務処理準則に違反した場合等は、指導、監督、登録抹消の対象となる。
④登録事業者名等を記載した登録簿と、登録事業者が毎年度国に提出する業務等状況報告書を一般の閲覧に供する。

３．登録制度の対象

４．登録制度の効果

●登録事業者の情報開示により、借主等の賃貸住宅選択や管理業者選択の判断材料に活用できる。
●適正な管理業務のルールが普及し、健全な賃貸住宅市場の形成を促進できる。
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１．登録制度の目的

●賃貸住宅の管理業務の適正化を図り、賃貸住宅管理業務に関して一定のルールを設けることにより、 借主と貸主の利益保護を
図るため、国土交通省の告示による賃貸住宅管理業の登録制度を創設。（Ｈ23.9.30公布、H23.12.1施行）

貸主に対し
○重要事項の説明
（管理内容等）
○書面の交付
（重説時、契約時）

○管理事務の報告

借主に対し
○重要事項の説明
（宅建業者と同様）
○書面の交付

（契約時＝管理内容等、
更新時＝更新内容、終
了時＝敷金精算額等）

借主に対し
○書面の交付
（受託契約時＝管理
内容等、更新時＝更新
内容、終了時＝敷金精
算額等）

貸主に対し
○重要事項の説明
（管理内容等）
○書面の交付
（重説時、契約時）
○管理事務の報告

賃貸住宅管理業者登録制度の概要①

共通事項として
○業務等状況報告
○財産の分別管理
○一括再委託禁止 等

基幹事務（家賃等の受領事務、契約更新事務、契約終了事務）の少なくとも
いずれかを含む管理事務を業として行う者
基幹事務（家賃等の受領事務、契約更新事務、契約終了事務）の少なくとも
いずれかを含む管理事務を業として行う者

出典：「賃貸住宅管理業者登録制度に係る検討委員会とりまとめ 関連資料集(平成28年3月)」から引用 1

参考資料３



賃貸住宅管理業者登録制度の概要②

３-５条 登録の手続き（有効期間５年）

６条 登録を拒否する場合（過去に抹消歴有等）

７条 標識の掲示

８条 毎年度の業務等状況の報告

９-10条 変更届、廃業届の手続き

11条 業務改善の指導、助言、勧告

12-14条 登録の抹消手続き、公告

15条 登録簿等の閲覧

16条 業務処理準則の遵守

17条 権限委任

（登録に関する事務は地方整備局等で実施）

１ 登録規程 ２ 業務処理準則

２条 賃貸住宅管理業とは、管理事務を業として行うも

のをいい、管理事務とは以下の基幹事務の少なくとも

いずれかを含むもの。

基幹事務
①家賃,敷金等の受領事務

②契約更新事務 ③契約終了事務

５-６条 貸主に対する重要事項説明、書面交付

７条 借主に対する書面交付

８-９条 貸主に対する重要事項説明、書面交付

10-11条 借主に対する重要事項説明、書面交付

Ａ 受託管理型 （貸主の委託を受けて管理）

２条 従業者証明書の携帯

３条 断定的判断、重要事項不告知、不正行為の禁止

４条 誇大広告の禁止

12条 契約更新時の書面交付

13条 契約終了時の敷金精算額を書面交付(説明)

14条 再委託(基幹事務の一括再委託の禁止)

15条 賃貸借契約に基づかない金銭受領の通知

16条 財産の分別管理

17条 管理事務の定期報告

18条 借主に対する管理事務終了時の通知

19条 帳簿の作成、保存

20条 書類(業務等状況の報告)の閲覧

21条 秘密の保持

22条 従業者の研修

Ｂ サブリース型（転貸の場合の貸主として管理）

2出典：「賃貸住宅管理業者登録制度に係る検討委員会とりまとめ 関連資料集(平成28年3月)」から引用



賃貸住宅管理業者登録制度における登録業者の管理戸数の推移

平成２７年1２月末現在、登録業者（３，７５７業者）の管理戸数合計は５８３万戸。これは、民営借家
（１，４５８万戸）の約４割にあたる。

【注１】本分析における「登録業者の管理戸数」は、登録申請時の「直前の事業年度の業務の状況に関する書面」又は登録後の「業務等状況報告書」のうち可能な限り直近の管理実績等
を用いて集計している。
【注２】「民営借家戸数」は、平成２５年住宅土地統計調査による。

（万戸）

3出典：「賃貸住宅管理業者登録制度に係る検討委員会とりまとめ 関連資料集(平成28年3月)」から引用



住宅リフォーム事業者団体登録制度

事業者団体を通じた適正な住宅リフォーム事業の推進に関する制度（スキーム）

リフォーム事業者以外
（建材、設計、会計等）

事業者団体（社団法人等）

人材育成（研修、独自資格等）

会員種別の明確化

（リフォーム事業者との区別）

指導・助言・勧告・除名

情報提供等

保険
法人

登録・更新

・社団法人、事業協同組合等
・構成員の数が一定規模以上
・構成員が二以上の都道府県
・設立後一定期間が経過
・債務超過ではない 等

報告

（消費者相談、人材育成活動等）

消費者保護等のための

指導・助言・勧告・登録抹消

消費者 消費者（発注者）

工事
一定額以上の工事は
原則保険加入

相談窓口

ホームページによる情報提供団体情報
の提供

報告

（資格・能力の状況、保険加入状況等）

書面交付
重要事項説明
誇大広告の禁止

相談内容の通知

・構成員等の資格・能力
・消費者相談の状況
・研修受講状況
・工事実績 等

相談案件に係る報告

国
団体

（事務局）

リフォーム
事業者

・建設業許可
・建築士
・建築施工管理技士

等

＜部門別に要件を設定＞
①マンション共用部分
②戸建総合
③内装・設備


